
（参考：国土形成計画関係条文） 東北圏広域地方計画推進室

※第９条を追加整理したもの

○国土形成計画法（昭和２５年法律第２０５号）（抄）

（広域地方計画）

※第九条 国土交通大臣は、次に掲げる区域（以下「広域地方計画区域」という。）に

ついて、それぞれ国土形成計画を定めるものとする。

一 首都圏（略）

二 近畿圏（略）

三 中部圏 (略）

四 その他自然、経済、社会、文化等において密接な関係が相当程度認められる二以

上の県の区域であって、一体として総合的な国土の形成を推進する必要があるもの

として政令で定める区域

２ 前項の国土形成計画（以下「広域地方計画」という。）には、全国計画を基本として、

次に掲げる事項を定めるものとする。

一 当該広域地方計画区域における国土の形成に関する方針

二 当該広域地方計画区域における国土の形成に関する目標

三 当該広域地方計画区域における前号の目標を達成するために一の都府県の区域を

超える広域の見地から必要と認められる主要な施策(当該広域地方計画区域における

総合的な国土の形成を推進するため特に必要があると認められる当該広域地方計画

区域外にわたるものを含む。）に関する事項

３ 国土交通大臣は、第一項の規定により広域地方計画を定めようとするときは、あら

かじめ、国土交通省令で定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるとともに、次条第一項の広域地方計画協議会における協議を経て、関係

各行政機関の長に協議しなければならない。

４ 略

５ 略

（広域地方計画に係る提案等）

第十一条 広域地方計画区域内の市町村（協議会の構成員である市町村を除く。）は、

単独で又は共同して、国土交通大臣に対し、国土交通省令で定めるところにより、都

府県を経由して、当該市町村の区域内における第二条第一項各号に掲げる事項に関す

る施策の効果を一層高めるために必要な広域地方計画の策定又は変更をすることを提

案することができる。この場合においては、当該提案に係る広域地方計画の素案を添

えなければならない。

２ 国土交通大臣は、前項の規定による提案（以下この条において「計画提案」という。）

が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更

（計画提案に係る広域地方計画の素案の内容の全部又は一部を実現することとなる広

域地方計画の策定又は変更をいう。第四項において同じ。）をする必要があるかどうか

を判断し、当該広域地方計画の策定又は変更をする必要があると認めるときは、その

案を作成しなければならない。



３ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更（計画提案

に係る広域地方計画の素案の内容の一部を実現することとなる広域地方計画の策定又

は変更をいう。）をしようとする場合において、第九条第三項（同条第五項において準

用する場合を含む。）の規定により協議会における協議を経ようとするときは、当該計

画提案に係る広域地方計画の素案を提出しなければならない。

４ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更をする必要

がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提案をした市

町村に通知しなければならない。

５ 国土交通大臣は、前項の規定による通知をしようとするときは、あらかじめ、協議

会に当該計画提案に係る広域地方計画の素案を提出してその意見を聴かなければなら

ない。

○国土形成計画法施行規則（平成１７年国土交通省令第１０４号）（抄）

（広域地方計画に係る提案）

第五条 法第十一条第一項 の規定により同条第二項 に規定する計画提案（以下単に「計

画提案」という。）を行おうとする市町村は、次に掲げる事項を記載した提案書に当該

計画提案に係る広域地方計画の素案を添えて、これらの書類一通を、都府県を経由し

て、国土交通大臣に提出するとともに、その写し一通を当該都府県の知事に提出しな

ければならない。

一 市町村の名称

二 市町村の区域内における法第二条第一項 各号に掲げる事項に関する施策の効果

を一層高めるために広域地方計画の策定又は変更を必要とする理由その他計画提案

の理由


